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要　約
　今年度は，動植物品種を含む遺伝資源の保護の在り方について検討した。植物品種については，種苗法にて
保護されているが，現在，動物品種には保護する法律がない。今回，和牛の精子，受精卵が中国に持ち出され
ようとして，和牛遺伝子保護の声が上がり，農林水産省でも，和牛遺伝子保護の検討会が発足し，検討を行っ
ていた。結論的には，現存する和牛を特許法で保護することは困難で，不正競争防止法を基に，動物遺伝子保
護の新たな法律を作成する方向で進み，法案化される予定である。
　となれば，動物遺伝子のみならず，植物遺伝子についても，特許法，種苗法で保護できない「物」について
も，今後，保護の可能性が拡がることになる。
　新しい法律は現在の通常国会提出を目指しているとのことであり，今後の動向に注目しつつ，掛かる分野に
も，弁理士が活躍出来る状況を考えていかなければならない。
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（1）　はじめに
　植物品種の遺伝資源保護については，種苗法，
UPOV条約（UPOV：Union Internationalepour la 
Protection des Obtentions Végétales）があり，一般
的には保護されているが，動物品種の遺伝資源保護に
ついては，東欧の一部の国でしか保護はなく，国際的
な条約もないのが現状である。
　今回，和牛の精子ストローを中国へ持ち込む直前で
見つかり，日本へ戻された案件が報じられた。その
後，和牛遺伝子の国外持ち出しについて再度，議論が
持ち上がり，和牛遺伝子資源の保護に関する検討委員
会が開かれた。今年度は，その議論と今後の動向を主
に取り上げたい。

（2）　和牛遺伝子資源保護について
　1．和牛遺伝子資源保護議論の経過
　1）今までの経過
　平成 18 年に，過去に輸出された和牛の遺伝資源を
利用し，外国種との交配により生産された交雑種等
が，牛肉又は子牛として輸入されている状況に鑑み，
和牛遺伝子の保護方法が農水省の下で，検討委員会が
開かれた経緯がある。当時，①精液の流通管理の徹底

（流通管理の徹底のための関係者間の意識の醸成，家
畜改良増殖法に基づく証明書における「譲渡及び譲
受」の記載チェック体制の構築）②和牛表示の厳格化

（「和牛等特色ある食肉表示に関するガイドライン」を
制定し，和牛統一マーク，地域団体商標等の活用推進
③和牛の改良生産体制の強化等（海外の追随を許さな
い優れた和牛の生産，改良速度の向上）が中間とりま
とめとしてまとめられた。その後，日本では③に沿
い，和牛の改良生産体制が強化され，和牛改善計画の
元に，選ばれた種雄牛の精子と選ばれた雌牛との人工
授精によって改善された和牛が生まれ，その牛肉の肉
質，脂肪交雑の結果を基に，更なる改善が続けられて
きた。
　2）今回の議論の端緒
　一昨年，和牛精子のストローが日本から中国に持ち
出され，輸入時，許可がないことに中国当局が気付
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き，輸入拒否，日本へ戻り申請したことにより，事件
が発覚した。経緯は，平成 30 年 6 月，中国人の牧場
関係者から依頼を受けた男性日本人の求めに応じ，徳
島の牧場主（人工授精師）が 473 万円と引き換えに，
保管用ストローに注入した受精卵と精液計 365 本を指
示役の男に譲り渡し，これを持ち出そうとしていた。
検察によると，今回の事件以外でも過去に複数回の密
輸があり，実際に中国に和牛の遺伝情報が流出したと
指摘している。昨年 12 月 25 日の大阪地裁での判決
は，懲役 1 年，執行猶予 3 年，追徴金 473 万円となっ
ている。徳島県吉野の牧場を閉鎖したこともあり，執
行猶予がついた。
　この問題を受けて，日本の財産である「和牛遺伝
子」資源保護の必要性が再び，議論となり，農林水産
省の下で，再度，和牛遺伝子資源保護の検討委員会が
開かれた。
　3）植物「種苗法」と動物の違い
　植物品種の場合，同じ品種の種子は，同じ遺伝子型
を持ち，基本的に同じ形質となり（均一性），他の品

種と異なった形質を示し（区分性），世代が変わって
も同じ（安定性）と言う特長がある。一方，動物品種
の場合，同じ父母からの兄弟であっても，親よりも小
さい，或いは親よりも肉質が悪い，親よりも肉質が良
いと，品種間の能力産子に現れる結果にばらつきがあ
り，区分性，均一性，安定性が確保できないという問
題点があり，種苗法のように保護出来ないと言う現状
が一応，ある。（参照　図 1）
　4）遺伝子改変動物の保護の実態
　一方，遺伝子改変動物の出願，特許化が行われてい
るかを，J-PlatPat のキーワード検索にて「遺伝子改
変家畜」について調査を行ったところ，7 件の改変家
畜に関連する出願があり，表 1 にあるように，改変家
畜その物自体に関する出願が 5 件（No.1，3，4，6，
7），改変家畜の作成方法に関する出願が 2 件（No.2，
5）であった（参照表 1）。遺伝子改変家畜に関する出
願はファミリー出願も含めて何れも登録にまで至って
いない。当該出願の拒絶理由では，既知の遺伝子を改
変（編集）して新しい家畜を作成しても，進歩性が無

図 1　植物品種と動物品種の違い
（農水省 HP から転載）
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いとの判断が下されている。つまり，既知の遺伝子の
機能を改変又は編集するだけの家畜の発明では特許と
して登録される可能性は低いと推察され，遺伝子改変

（編集）家畜を特許で保護するのは，非常にハードル
が高いと考えられる。これに対して，改変方法等の特
許（No.5）は認められており，改変方法等での保護は
考えられる。
　5）そもそも，和牛とは
　日本では，仏教の影響もあり，昔は「4 つ足」を食
べる習慣がなく，牛も使役牛であった。明治になり，
欧米の食肉の習慣が入り，当初，海外からの牛との交
配が盛んな時期もあったが，結局，結果的には成功せ
ず，下火となった。その時，交配せずに残った一部の
牛が見直され，素晴らしい種雄牛が生まれることにな
る。色々な県で，種雄牛の伝説があり，主だったもの
は，「安福」「平茂勝」「第 7 糸桜」「茂重波」等のスー
パー種雄牛であり，その子孫が間違いなく，今の和牛

ブランドにつながっている。
　現在，和牛としては，4 品種，黒毛和種，褐毛和種，
日本短角種，無角和種が我が国固有の肉専用種とされ
ている。そして，これらの和牛は生まれると，すべて
の子牛について，父牛，母牛，鼻紋と共に登録され，
牛の鼻紋は一生変わらず，これにより個体が識別され
るとされている。（参照　図 2）
　黒毛和種，褐毛和種，無角和種は 1948 年から全国
和牛登録協会で，日本短角種は 1957 年から日本短角
種登録協会で登録が実施されている。

（3）�　和牛遺伝子資源の知的財産価値保護強化の
ための制度の検討について

　1）遺伝子保護の委員会の経過
　ⅰ．前半の委員会は，公益社団法人全国和牛登録協
会専務理事兼事務局長，神戸大学大学院教授，一般社
団法人家畜改良事業団理事，弁護士，一般社団法人日

表 1　「遺伝子改変家畜」での出願調査結果
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本家畜人工授精師らによって構成され，平成 18 年の
中間とりまとめの振り返りから始まり，その後の 10
年間の経過，この間の和牛の進展，宮崎県，鹿児島県
での現在の取り組み等が紹介され，今回の和牛精子，
受精卵の流出は非常に稀有な事情でもあり，流出元と
して徳島の牧場が特定されたことは，トレーサビリ
ティの証明であることなどが話し合われている。
　そもそも，昭和 25 年に制定され，昭和 28 年 4 月 1
日から施行されている「改良家畜増殖法」は，「家畜
の改良増殖を計画的に行うための措置並びにこれに関
連して必要な種畜の確保及び家畜の登録に関する制
度，家畜人工授精及び家畜受精卵移植に関する規制等
について定めて，家畜の改良増殖を促進し，もって畜
産の振興を図り，あわせて農業経営の改善に資するこ
とを目的」とする。基本的には，家畜の改良には，

「人工授精師」或いは「獣医師」が，「人工授精所」に
て改良増殖を目的に行うことが決められており，例外
的に農家が自己の家畜に授精させる以外は，すべて人
工授精師或いは獣医師しか携われず，それらがすべて

書類に残されるように規定されている。また，公益社
団法人全国和牛登録協会は，戦後間もない貧しい食料
事情と厳しい経済情勢のなかで，戦前発展してきた各
産地の登録・改良制度を全国一律の登録制度として統
合し，和牛の育種改良を効率よく進める事を目的に，
昭和 23 年に設立された。家畜改良増殖法に基づく家
畜登録機関として，約 60 年以上にわたって和牛の登
録事業，和牛の育種改良を進めている。一方，一般社
団法人家畜改良事業団は，優良種畜の効率的な作出利
用による家畜の改良の促進，家畜の個体識別の推進を
目的に，昭和 40 年に設立され，①計画交配による候
補種雄畜の作出及び後代検定による優良種雄畜の選抜
を行う②人工授精用精液及び受精卵を生産または購入
し，これを配布する③家畜の改良および繁殖に必要な
動物用医薬品を購入し，これを配布する④家畜の能力
検定および検定成績をとりまとめる⑤家畜その他の動
植物及び畜産物その他の農林水産物の遺伝子型検査を
行う⑥家畜の改良に関する調査研究および普及を行う
⑦家畜個体識別の推進を行うことを事業目的とし，現

図 2　和牛の 4品種
（農水省 HP から転載）
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実に種雄牛の改良計画，精子の販売等を行っている団
体である。
　前述の通り，生まれた子牛はすべて親牛の登録番
号，鼻紋と共に登録されており，海外へ流出させる余
程の不正意志がなければ上記（2）の遺伝子持ち出し
の事件は起こらない筈であった。しかし，現実にはそ
のような事件が起こった経過から，各県での人工授精
師，人工授精所の管理，書類の管理を再度，徹底する
こと，及び，「改良家畜増殖法」制定時の昭和 25 年に
は，液体窒素がなく，精子，受精卵を冷凍保存する概
念がない状態での法律であり，現状に即した法律の改
正の必要性が議論された。
　一つ，難点は，WTO，GATT 条約の制限（内国民
待遇）により，和牛精子，受精卵の海外持ち出し禁止
を法律上，謳えない点がある。現在は，家畜伝染病予
防法違反にて取締りを水際にて行っている。
　ⅱ．前半の取りまとめ
　これらの議論を基に「中間とりまとめ」として，以
下が決められた。
　1．精液や受精卵の流通管理の徹底について
　ⅰ）家畜改良増殖法の周知徹底
　家畜改良増殖法は，例外的に自己の家畜に利用する
場合以外は，家畜人工授精等を行う主体を家畜人工授
精師又は獣医師に限定し，家畜人工授精所等以外の場
所における精液や受精卵の採取，処理を禁止してい
る。改めて関係者にこれを周知し，精液や受精卵の流
通管理の徹底を図る。
　ⅱ）流通管理に関する帳簿等への記録・保管
�　現行制度においては，精液の生産については，「種
付台帳」への記録・保管，受精卵の生産及び精液や受
精卵の利用については，それぞれ家畜人工授精師によ
る「家畜人工授精簿」への記録・保管が義務付けられ
ている。また，流通履歴の記録については，「家畜人
工授精用精液証明書」や「体内（体外）受精卵証明
書」の「譲渡・経由の確認」の欄に，譲受者及び譲渡
者名，譲受及び譲渡年月日を記載することとされてお
り，一定のトレーサビリティが確保されている。
　　しかしながら，現行規制については，譲受・譲渡
等（流通履歴）に関する帳簿等への記録・保管が義務
付けられておらず，精液や受精卵の流通履歴に関する
帳簿等への記録・保管等についても義務化することを
検討する。
　ⅲ）受精卵の生産情報等の定期的な把握

　　精液の生産本数，譲渡本数，譲渡先等の情報につ
いては，国や家畜改良センターが毎年定期的に実施す
る「種畜検査」において，種畜検査員が「種付台帳」
を確認する仕組みがあるが，受精卵の生産本数等の情
報についても，国や都道府県が定期的に確認する。
　ⅳ）ストロー等への基本情報の表示
　和牛遺伝資源の流通管理を徹底するためには，精液
や受精卵の容器となるストロー 1 本 1 本毎にバーコー
ド等を付ける案も考えられたが，常時液体窒素で凍結
保管されているストローを 1 本ずつ取り出してバー
コード等を読み込むなどの作業を行うことは，現実的
に困難である。しかしながら，ストロー自体に種雄牛
名や生産年月日などの基本的な情報が表示されていれ
ば，万が一，不正流通が発覚した際，当該ストローの
情報から生産者を特定することが可能となり，また，
その流通履歴を遡って追跡調査することが可能とな
る。逐一情報管理することは困難であっても，1 の

（2）の取組と併せて考えれば，トレーサビリティ確保
の観点から，ストロー等に精液や受精卵に関する基本
的な情報の表示を義務化することを検討する。
　ⅴ）地域による管理体制の構築
　国が主導で，精液，受精卵の生産から流通・利用ま
での情報を一元的に管理し，在庫，利用状況等を把握
する体制の整備を全国的に目指す。
　ⅵ）その他
　不正行為に対する抑止力を高めるため，法律違反に
は厳格に対応することとし，違反に対する罰則を強化
することも有効である。
　また，和牛遺伝資源の管理に重要な役割を担う家畜
人工授精師は，自らのステータスの確保・向上が図れ
るよう，不断に技術や知識を磨くことが重要であり，
国や都道府県においても，そのような機会の確保に努
める必要がある。
　さらに，凍結処理に利用される液体窒素の供給業者
など，畜産関係以外の者にも，周知や協力の依頼も重
要である。
　2．利用許諾契約について
　周知のとおり，技術開発等による付加価値や差別化
により競争力強化を図るためには，開発された成果物
を活用して開発に要した投資を回収し，次の開発につ
なげていくという「イノベーションサイクル」を回し
ていく必要があるが，仮に開発した成果物が不正利用
されれば，次の開発のための投資を回収できず，「イ
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ノベーションサイクル」が回らなくなる。このような
事態を防ぐためには，知的財産権等により不正流用に
対する救済措置が必要となる。
　長い和牛改良史上でイノベーションといえる例とし
ては，蓄積された血統情報や産肉データ等を用いたア
ニマルモデル BLUP 法※等の育種価評価の導入があ
げられる。これによって産肉能力（特に脂肪交雑）の
遺伝的改良が劇的に進んだことは特筆できる。この改
良の成果物である精液や受精卵等を遺伝資源情報財と
して位置づけられるべきであり，知的財産的価値の保
護を図るという視点も極めて重要である。（※ BLUP
法： 最 良 線 形 不 偏 予 測 式（Best Linear Unbiased 
Prediction）により育種価を予測する手法）
　このため，和牛の遺伝資源を取引する際には，適切
な品質管理を前提に利用許諾条件を設定した契約（利
用許諾契約）を締結することにより，情報財としての
価値を保護する慣行を現場に普及・定着させることが
一つの方法として効果的であると考えられる。
　しかしながら，契約はあくまでも当事者間のもので
あり，契約当事者ではない第三者への抑止力には限界
があることに留意する必要がある。
　3．利用許諾契約の限界
　和牛遺伝資源の知的財産的価値の保護強化のために
は，利用許諾契約のような契約の普及・定着に加え，

契約当事者ではない第三者にも効力が及ぶような制度
的な仕組みの創設が必要と考えられ，検討会の後半
は，遺伝子資源保護の流れに移った。不正競争防止法

（以下，不競法と略す）では，営業秘密の保護があり，
①秘密管理性②有用性③非公知性すべてを満たすこと
が必要とされるが，和牛遺伝子そのものは，その要件
を満たさず，営業秘密にするには無理がある。そうな
ると，不競法を基にした新たな法律制定に向けて議論
が進んだ。
　ⅲ．後半の取りまとめ
　検討会の後半は，立法化を見据えて，知財専門の法
学部教授も加え，下記の方向で立法化する流れが取り
まとめられた。
　1）�　不競法を基に，改良の結果，高まった価値が化

体した和牛遺伝子の精子，受精卵を保護客体とす
る法律の新たな制定

　2）�　差し止め請求，損害賠償法を認め，損害賠償額
の立証容易可も図る

　3）�　違法性の高い事案には，刑事罰を適用する
　ⅳ．法案の立法化
　令和 2 年 3 月 3 日，閣議で策定され，令和 2 年 4 月
17 日，「家畜遺伝資源に係る不正競争の防止に関する
法律案」として，「家畜改良増殖法の一部を改正する
法律案」と共に国会で可決された（参照資料 1，2）。
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　ⅳ．近親交配の問題
　一方で，各都道府県で，畜産振興，ブランド牛の育
成に努力しているが，近親交配を続けると，遺伝的奇
形の発生率が高まり，問題となる（参照表 2）。その
ため，近親交配係数を確認しながら，新たな遺伝子導
入を考えるが，どの県も，県外への流出を嫌って出さ

ない問題があり，そうなると，日本国内での不正流出
も問題となる。しかし，今回の議論は，日本の成果で
ある和牛遺伝子資源を海外に出さないのが主目的であ
り，国内問題と国外問題とを混同すべきでないとの意
見も聞かれた。
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　ⅴ．今後の流れ
　先般，中国との交渉で，和牛肉の輸出がほぼ決定と
なった。インバウンドの中国旅行者から，中国本国で
も本物の和牛肉を味わいたいとの声が多く，その方向
になったとの事であるが，そうなれば，ますます，中
国でも本物の和牛を飼育し，中国国内での和牛肉の生
産を目指す流れは必然で，精子，受精卵の不正輸入を
企図する可能性が高い。人工授精所の管理，現在稼働
していない人口授精所の閉鎖届等，畜産動物改良法の
改正と，精子，受精卵の厳密な管理，罰則を伴った，
和牛遺伝子資源保護の法律の制定が早急に望まれる。
　ⅵ．残された問題
　　1．流通管理を実効性について
　この法律の保護の客体を明確化する為には，精子，
受精卵の遺伝子情報，形質マーカー等にて，迅速容易
に特定する技術や検査制度を併せて確立する必要性も
ある。今回の中国への精子，受精卵の持ち出し事件
は，幸い，流通ルートが解明され，徳島の牧場主（人
工授精師）が持ち出しを認めた為，同定は問題にはな
らなかったが，今後，故意悪質な違反者であれば，認
めない可能性も高い。ストローの表示を変更する，採
取時に別の容器に入れる等，逃れようとする可能性が
十分にある。
　尚，最近の和牛登録項目には遺伝子の項目もあり，
和牛の品種を識別するマーカーは存在する。しかし，
更なる遺伝子解析を行ない，これらの情報も和牛登録
の必須項目とし，これらを一元的に管理し，侵害物を
迅速正確に同定する必要性があると思われる
　また，トレーサビリティについても，現在，紙ベー
スであるが，この時代に見合った IT 化が必要との意

見もあり，農林水産省では，これに向けて 22 億円の
予算を獲得し，準備を進めるとしている。是非とも，
現場で負担のかからない，IT を利用した方法で，識
別，登録が容易に出来るようにし，その情報も，一元
的に管理されることが望ましいと思われる。

（4）�　不競法を基にした他の動物遺伝子或いは植
物遺伝子資源保護への可能性

　この法体系を基にすれば，特許化が困難な，牛以外
の動物遺伝子或いは植物遺伝子資源保護への可能性の
道が開ける。現時点で存在する動植物の遺伝子保護に
ついては，特許化が困難であり，保護の方法がなかっ
たが，対象を更に拡大した不競法を利用した法体系が
制定されれば，改良されつつあるブタ，ニワトリ，養
殖魚，昆虫等可能となるかも知れない。
　もちろん，新しい遺伝子改変動物は特許での保護へ
の道はある。現在は存在しない新品種の動物であり，
マーカーで区別可能であれば，当然，特許化の可能性
はある。しかし，食肉とするとなれば，当然，遺伝子
改変，安全性の問題も生じてくるであろう。

（5）　動物品種登録の可能性について
　前述のように，国際的に動物品種を保護する条約は
なく，その理由として，均一性，区分性，安定性がな
いとされて来た。しかし，その理由だけで，保護する
法律が無いのが本当に正しいのであろうか？現在は，
遺伝子情報，形質マーカーも調べる方法があり，少々，
均一性，安定性がなくても保護することは可能でない
か，今一度，再考の余地があるのではないかとの，意
見がある。

表 2　近親交配による遺伝的奇形
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　今すぐに国際的に保護することは困難と思われる
が，今後，ロシアの法律体系の運用も含めて検討の価
値はあると思われる。
　また，和牛飼育方法に関して，特許化の話もある
が，現実には，牧畜現場においては，飼育方法はある
程度，その牧場でのノウハウであり，出願，公開して
まで保護を受けたい要望はあまりないと考える。

（6）　最後に
　和牛のみならず，動植物の遺伝子資源は保護に値す
ると思われる。弁理士会としても，今後，特許法では
保護し得ない遺伝子資源の保護に向けて，法律の制
定，その保護について弁理士としての取り組みを検討
し，また，これらの分野でも活躍出来る制度への検討
も必要と思われる。
� 以上

（原稿受領 2020.4.6）


